





本論 文 では、経済発展 に ともな う雇用構 造の変化 が、農 家家計の労働
供給 及 び余暇 需要、農 業生産 活動、消 費活動 に どの よ うな影響 を与 えて
い るかにつ いて分析 す る。 クラー クは経済発展 の本質 とは、経済環境 の
全てが時 間 とともに望 ま しい状 況へ と変化 してゆ くこ とであ る と規定 し
た。 一 人当 り国 民所得 の増加 は、望 ま しい経 済状 況 の内容 を構成す る一
つの要素 にす ぎず、全ての 国民が発 展 を享受 して い る証 しではない。 し
か し一 人当 り国 民所 得の増加 に よって、第一次産業 の生産 比率 は下落 し、
工業や サー ビス業の生産比率 は上 昇 してゆ くこ とが 多 くの研究 者に よ り
観察 され てい る。 そ して産 業構造 の変化 に ともなって就業構造 も付 加価
値の 高い産業 に シフ トす るこ とを通 じ、 よ り多 くの国民が時 間 とともに
よ り望 ま しい経 済状況 を享受 す るこ とがで きるのであ る。
1950年代 に 多 くの発展 途L国 は独立 を・果た し、その後工業化 に よる経
済発 展過程 を歩ん でい る。1980年代後半 に は特 に東ア ジア地域 の発展 が
著 し く、世 界の成長 の一翼 を担 う地域 とな って い る。 しか し1980年代 の
10年は発展 途上 国に とって 「失われ た10年」 であ る。 それは80年代 中葉
に暴落 ともいえ るほ どに、一一次産 品の価 格 が急落 したためで ある。 この
ころに はか な りの工 業化 を推 し進め てい たマ レー シア も例 外 ではなか っ
た。マ レー シアは1957年の独 立 当時は輸 出の80%をゴム とス ズが 占め る、
典型的 な一次産 品輸 出発展 途上国 であ った。 モ ノカルチ ャーの 生産構 造
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か ら離脱す るため 、工 業化政 策 が積極 的 に展開 されて いた。 しか し1980
年 代 中頃の生産構造 は、 第一次産 業の輸 出が 中心 で工 業 製品輸 出比率 は
低 く、一 次産 品価格 の大幅 な下 落に よ り、1985年には独立 後初 めて のマ
イナ ス成 長 を もた ら したの であ る。この よ うな事 態 を今 後 回避 す るには、
根 本的 に産 業構造 を第一次 産業 中心 の ものか ら工 業品の生 産性 を高め、
輸 出競争 力 を付 けて ゆ くこ とが 求め られ たので あ る。 この よ うな方 向性
を促 進 したのは、1986年に発表 され た投 資促進 法 に よる外 資規制 の緩和
で あ る。 直接投 資 を基礎 にマ レー シアの工業化 は一段 と進 み 、1990年に
(注1)
は製造業 の生産比率 が農林 水産 業 を上 回 る までに いた ったの であ る。
この よ うな産業構 造 の変化 とともに就業構造 もまた大 き く変化 してい
る。就業構 造の変化 は農村 内に も浸透 し、農村 の非農 業雇用 機会 は急速
に増加 してい る。 そ こで農家 家計構成 貝の農 業及 び非農 業へ の労働供 給
活動 は じめ、生産 及び消 費活動 を見 るため に、1993年に ケダ州 ムダ地 区
の農 家家計 調査 を実施 した。二 つの農 村 に居住 す る各50軒の家計 を選 び、
訪 問調査 を行 った。 第1調 査地 の近郊 で は1980年代後半 か ら外国企 業が
流入 し、1990年頃か ら若年女 子 を中心 に工場へ の労働供 給 が増加 して い
る農 村 であ る。また第II調査 地 の農 村は ケ ダ州 の州都 ア ロス タ 一ーに近 く、
昔 か ら非農 業雇用機会 が相対 的に豊富 な農 村 であ る。
そ こで本 論文の 第一の 目的 は、工業化 が進み 農村近郊 に非 農業雇 用機
会 が創 出 されて い るマ レー シアの現在 の発展段 階 において 、農 家家 計 は
労働 供給活動 を どの よ うに行 って いるか を中心 に分析 を行 う。 さ らに労
働供 給が農 業か ら非農 業へ とシフ トす る状 況下 で、農 業生産 ・消 費活動
は どの よ うに変化す るか もあわせ て分析 して ゆ く。 第二 の 目的は二 つの
農 村の農家 家計の経 済行 動 を比較す るこ とであ る。両農村 を比較 す る と、
農家 家計所得 、就 業構造 、消 費構 造、農 業生産構 造の いずれ を と りあげ
て も、第II調査 地が 第1調 査地 よ り経 済発展段階 が高 い。 そ こで この二
つの農 村 を比較 す るこ とに よて、経済発 展に ともない農 家家計 の経 済諸
活動 は どの よ うに変化 す るか を分析 し、マ レー シアの農 家家計 の発展 の
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(注2)
方 向性 を明 らか に した い。
開発経 済 におけ る農村の労 働市場 につ いての分析 は、最低 生存 費の賃
金水準 で供給 を望 む労働 力が無制 限に存在 してい る と述べ た ルウ ィスの
理 論(1958)には じまる。 つ ま り農村 には限 界生産 力がゼ ロの余剰 労働
力 が存 在 して い る と規 定 した。 この よ うな議 論 に 対 し、 シュ ル ツ(T。
Schultz1964)は農 村 内には限界生 産力=0の 余剰 労働力 は存在 しない
こ とを証 明 した。 余剰 労働 力の問題 を通 じて、農家 の経済活 動に焦点 が
あて られ新 古典 派理 論 を基礎 とした農家家 計 モデ ルが構築 され た(A.K.
Sen(1966),P.A.Yotopolos,L.J.Lau(1975),鳥居(196 ) 。小農 家
の経済 活動 を見 るモデルは、1960年代 末か ら深刻 に な った都 市 の大 量失
業や 巨大 な インフ ォーマ ルセ クター の 出現 そ して貧 困 とい う問題 に対
(注3)
し、 ミクロ的 な視点 か らの アプ ロー チ を提示 したの で ある。 この ころ ト
ダ ロ(Todaro(1970,1979))は農村 一都 市 の賃金格 差か ら労働移 動 を分
析す るモデル を提 示 し、 その後の都 市の労働 市場 の分 析 の発 展に貢献 し
(注4)
た こ とも重要 であ る。 しか し1980年代 にはい る と、完全市場 を前提 と し
て い る新 古典 派の農家家 計 モデ ルに対 し、農村 内市場 の不 完全性 が指 摘
(注5)
され は じめ た。 この ような研 究成 果 を反映 し、農 家家 計理 論 において も
(注6)
市場 の不完全性 を と り入れ た理 論の構築 が進 め られ てい る。 しか し本論
文 は、完全 市場 を想定 し双対性 を使 った農家 家計の 主体 的均衡 モデル で
分析 をお こなってい る。生産 面 と消 費面 を合 わせ持 つ農家家計 の さ まざ
まな経済 活動が 同時に分析 可能 であ るこ と、経済発 展に よ って生 じる経




す でに述べ た とお り1993年8月か ら9月 の期 間に、 ケ ダ州 ム ダ灌概地
区の二つ の農 村の調査 を行 った。BatuMenunggoal(調査 地1)とSeka
Menanti(調査地II)であ る。 二つ の農 村 の位 置及 び調査地1の 概 要につ
(注7)
いては、既 にで明 らかに してい る。 重複す るが、 ここで調 査地1を 含め
両農村 の概 要 を説明 す る。
1.1家 計構成員 と年令構成
調 査 地1で は50家計282名(農村 に 居 住 して い る 人数 、 流 出 者 は含 め な
(注8)
い)、 調 査 地IIでは47家計242名の 調 査 を実 施 した 。 一・家 計 当 りの 人数 の
平 均 は5.6人と同 じで あ っ た。 しか し表1.1.1の家 計 構 成 員 数 の分 布 を見
る と、 調 査 地1は5-6人(32.0%)、 調 査 地IIは3-4人(37.0%)が最 も 多
い。 ま た続 い て調 査 地1で は 、3-4人及 び7-8人が 共 に24.0%であ るが 、
調 査 地IIで は5-6人(26.1%)、1-2人(23.9%)と続 い て い る。
表1.1.1家計構 成員数 の分 布(単 位%、 平






9人 以 上 10.0% 2.2%
合 計 100.0% 100.0%
平均構成員数 5.64 5.63
出所:1993年調査 デー タよ り作成
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1.2年 令構成
表 の1.2.1は各調査 地 の年 令階 層別 人 口の構成 比率 を示 した もの であ
る。平均 年 令 を見 る と、男女 と もに 調査 地1の 方が若 い。25-34才層 の人
口構成 比率 が低 いこ とは、 調査地1・IIに 共通 してい る。 これ は この年
齢層 が就業や結 婚等 の理 由に よ り農村 か ら流 出 してい るため であ る。一一
方構 成 比率 の高 い年 令層 は5-14才層 であ るこ と も、両調査地 の男女 に共
通 してい る。 大学 まで の就 学年令 を カバ ー してい る5-24才層の比率 は高
く、調 査地1の 男59%、女52%、調査地IIの男41%、女43%であ る。 こ
の よ うに調 査 した二つの村 は 調査 地IIの方が平均 年 令が い くぶん 高い も
のの、共 に若 い年令 構造 を有 し人 口の半 数 は就 学年 令層 であ った。
二 ヶ村 で 異な って いた点 としては、調査 地1の 女性 は25-34才層 の比率
が最 も高 く近郊 の工 場 の豊富 な労働 供 給源 となって い るこ と、 さらに55
才 以上 の男性の 占め る比率 は調査地IIのほ うが高 く、全 てが農業従 事者
であ った こ との2点 で ある。
表1.2.1男女別年齢 構成 の構造(単 位%、 平 均年齢 は歳)
調査地1 調査地II コ年 齢 階 層 男 女 男 女
0-4 3.40 2.92 18.85 12.50
514 25.85 21.17 22.95 25.83
15-24 32.65 30.66 18.03 18.33
25-34 9.52 7.30 4.10 10.83
35-44 6.80 13.14 820 15.00
45-54 10.88 16.79 13.11 10.83
55-64 9.52 6.57 7.38 4.17
65以 止 L36 0.73 7.38 2.50
合 計 100.00 100.00 100.00 100.00
平均 年齢 26.44 28.00 31.06 29.49
出所:1993年調 査 デー タよ 「)作成
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1.3経 済発展 と就業構造
経済発 展の水準 を家計所得 の指標 を使 って示す こ とが で きる。 調査地
1の兼業 農家家計 の1ヶ 月の平均所得 は1071リンギであ り、非農 業世 帯
は1046リンギであ った。一 方調査地IIの所得水準は、 兼業農家 は1200リ
ンギであ り、非 農業世帯 は1392リンギで あった。 この よ うにいつ れ の所
得 稼得 形態 であ って も、調査 地IIのほ うが所得 が高 く、経 済発展 が進 ん
で いる と判断 で きる(表4.2.2参照)。表1.3.2は、各調査 地 の就 業構造 を
示 した もの であ るが、 これ を用 いて経 済発展 と就業構造 につ いて以下 の
点が観 察 で きる。
(1)両調査地 共に非就業 者数 が最 も多い。1家 計 当 りの 人数 を比較 す
る と、調査 地IIの方が3.23人と高い。 これ は主に主婦 や就学 者で構 成 さ
れて い るが、所得 の増加 に ともな って非就業 者が増加 してい るこ とが観
察 で きる。
(2)1家計 当 りの農 業就業者 及び農 業雇用者 の人数 を比較 して も、調
表1.3、2調査 地の就業 構造 と家計 当 りの人数(単 位:人)
総調査対象人数 農 業 農 業 雇用
調査地1 調査地II調査地1 調査地II調査地1 調査地II
合 計 282 265 35 42 1 3
1家計当 りの人数 5.64 5.63 0.7 0.89 0.02 0.06
1男 性 148 144 27 37 1 3
女 性 141 121 8 5 00
非農業雇用 非 就 業
調査地1 調査地II調査地1 調査地II
合 計 96 68 134 152
1家計当 りの人数 1.92 1.45 2.68 3.23
男 性 42 47 63 57
女 性 54 21 71 95
注:調 査 家計 件数 調査地1は50軒 、調査地IIは47軒
出所1993年 調査 デー タよ り作 成
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査地IIの方が高 い。 マ レー シアの現在 の発 展 の水準 では、所得 の増加 に
ともな って離農家 計が増加 す る傾 向 はこの調査 で は現 れ なか った。 しか
(注9)
し実際 は離農農家 は近 年増加 してい る。
(3)その一方 で、調査 地1は 調 査地IIに比べ 非農 業雇用 者数 が 多い。
さ らに調査地1の 女性 の労働供 給比率 が高 く、調査 地IIの女性 総数 に対
す る非 農業就業 比率17.4%に対 し、調査地1は38.3%であ った。
以上 の観察事 項 につ いて それ らを規定す る要 因 を探 り、経 済発 展に と
もな う労働 市場 の変化 が農家 家計 の経済活動 に どの よ うな影響 をもた ら
してい るかにつ いて明 らか にす る。
(注10)
1.4計 測 結 果
以下 の章では 、労働 供給 ・農業 生産 活動 ・消 費活動 につ いて順 に論 じ
てゆ く。 これ らの こ とが らにつ いて農家 家計 の一般 均衡 モデル を用 いて
分 析 した。計測 した式 の結 果 は各章 で示 してゆ くが、 こ こでは労 働供給
及 び消 費活動の 弾 力性 さ らに農 業生産 の生産要 素 の弾 力性及 び価 格効率
を表1.4.1A及びBに ま とめ た。調査 地1の 結 果はす でに 『明治大学短期
大学紀要59号』P228の表4.1に示 してい る。 しか しそ こでは、誤 った技術
効 率 の結果 を掲 載 した、調査 地1の 正 しい技術 効率 の結 果 をここに改め
て示 す。
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表1.4.IA農村居住 家計 の価 格 の弾 力性
調査地1の兼業農家家計 調査地1の非農業家計





農業雇用賃金 一 〇.59 一 〇.31 0」2
非農業雇用賃金 0.15 一 〇.89 0.05 一 〇.77 0.11
消 費 財 価 格 一 〇.46 0.36 一 〇.84 一 〇.32 一 〇.85
家計構成員数 一 〇.34 024 一 〇.08 一 〇.09 0.04
調査地IIの兼業農家家計
要 素 価 格 農業従事者の余暇需要
非農業従事
者余暇需要 消費財需要
農業雇用賃金 一 〇.79 0.16 0.14
非農業雇用賃金 0.12 一 〇.05 0.26
消 費 財 価 格 一 〇.12 一 〇.74 一1 .23
家計構成員数 0.23 O.08 一 〇.07
表1.4.1B各調査地の規模別農家家計の生産要素の弾力性
調査地1
生産要素の弾力性 全農家家計 大規模農家 小規模農家
労 働 0」3 0.24 一 〇.10
可 変 投 入 財 0.29 0.31 0.21
資 本 財 0.20 0.15 0.32
十 地 0.30 0.37 0.45
弾性 値 の 合 計 0.92 1.07 0.88
価 格 効 率
労 働 賃 金 一 〇 .8 1.25 0.65
可 変 投 入 財 0.7 0.51 0.55
資 本 財 0.29 0.47 0.5
調査地II
生産要素の弾力性 全農家家計 大規模農家 小規模農家
労 働 一 〇.08 0.31 一 〇.44
可 変 投 入 財 0.08 0.08 0.07
資 本 財 0.36 0」1 0.63
土 地 0.95 0.73 1.11
弾性 値 の 合 計 1.30 1.22 0.36
価 格 効 率
労 働 賃 金 0」 0.07 1.01
可 変 投 人 財 一 〇.15 0.02 一 〇.33





(1)兼 業 農 家 家 計
① 農 業 従 事 者 の 余 暇 需要 関 数
一lxV/3、Za=-0.261-0.106inW‡-O.038inレレ「‡十〇.119iη」Dき十〇◆090inN
② 非 農 業 従 事 者 の余 暇 需 要 関 数
一W‡ZnニーO.459十〇.140inWえ十〇.051inW毒一〇.16502P:-0.112in∧J
② 非 農 業 家 計
① 非 農 業 従 事 者 の 余 暇 需要 関 数
一W;Z=-O .885-O.204inlxlx「;十〇.283in、Pき十〇.077inN
調 査 地II
(3)兼 業農 家 家 計
① 農 業従 事 者 の 余 暇 需 要 関 数
一W‡Za=-0.188-O、040inW:十〇.022inW毒一〇.023iηPご十〇.044inN
(-1.845)**(一一一2.449)**(4.166)**(-0.691)(2.409)**
② 非 農 業 従 事 者 の余 暇 需 要 関 数
一W‡Zn=-0.120十〇.031inW‡-0.182inW‡-0.142iηPご十〇.002inハ1
(-0.562)(0.578)(-10.420)**(-1.258)(0.027)
調 査 地1の 兼 業農 家 家 計 の サ ンプ ル 数 は24軒で あ り、 非 農 業 家 計 の サ
ンプ ル数 は17軒で あ っ た。 一 方 調査 地IIでは 、 利 用 可 能 な 非 農 業 家 計 の
サ ンプ ル数 が 少 ない ため 、 兼 業 農 家 家 計 の 計 測 の み 行 った。 兼 業農 家 家
計 の サ ンプ ル数 は26軒で あ る。 ま た()内 の数 字 はt値 を示 し、右 肩 の
*は90%の 水 準 で有 意 で あ り、**は95%の 水 準 で 有 意 で あ る こ と を示
す 。 調 査 地1の 計 測 は 良 好 で あ っ たが 、 調 査 地IIの計 測 は 満 足 な もの で
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は な か っ た。
2.2農家家計の農業 ・非農業への労働供給活動
(1)労働供 給活動
価 格 弾 力性 を示 した表1.4.IAをもとに、マ レー シア農 家家 計構 成 員
の農 業 及 び非農業 へ の労働供 給活動 につ い て述べ る。
① まず第一 に農 家家 計の非農業従 事者 の非農 業 賃金 に対す る弾 力性 を
見て ゆ く。調査地1で は極め て高 く、調査値IIの弾性値 は極 めて小 さい
値 を示 した。調査 値1で は非農業 賃金 が1%上 昇 す る と、兼業 農家 の非
農業従 事者 は0.89%、一 方非農業世 帯 の非農業従 事者 は0.77%の労働 供
給時 間の増加 を選 好 す る。調査値IIでは この値 が0.05%であ った。 前述
した とお り、調 査値1で は機械化 の進 展 に よる女性 の農 業 雇用機会 が激
減 したこ と、近 郊 に工 場が建 設 され非農 業雇用機 会 が急速 に増加 してい
る とい う雇 用構 造 の変化 を受 けて、現在 活発 に非農 業雇用機 会へ 流 出 し
てい る状 況に あ る。 調査地1と は対 象的 に調 査地IIでは 、昔か ら非農 業
雇 用機会 に 恵 まれて いたため、非農 業就 業 を選 択 す る労働 力 はす でに就
業機 会 を得 て い るため 、非 農業部 門へ の労働 力 の流出 は小 さ く安 定 して
い る状 況に ある。
② 農 業従 事者 の労働供 給活動 につ い ては、両調 査地 では逆 の現 象が生
じてい る。農業 雇用賃 金の1%の 上 昇 に対 し、 調査地1で は0.59%、調
査 地IIでは0.79%農業 生産 に対 し労働 供 給時 間 を増加 させ る。 所得 が高
く非 農 業労働 供給 へ の流 出 も安 定 的 で あ る調査 地IIの農 業従 事 者 の方
が 、労働供給 意欲が 高い こ とを示 してい る。
(2)両調査 地の労働 市場
調 査地1で は、非 農業 雇用 への流 出が盛 んに行 われ てい る状 況に あ る
とのべ た。その一・方 で調査 地IIの非 農業へ の流 出は安 定 的 とな ってい る。
この相違 を規定す る要 因につい て、労働 市場構 造か ら述べ る。
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図2.2.1は、 調査地別 ・男女別 ・農 村 内外 の非農業 雇用者数 を示 した も
の であ る。 これに よ り以下 の こ とが 読み取 れ る。
①調査 地1の 非 農業就 業者数 は、調査地IIより著 しく多い。 特 に女性
の労働 力化率 が高 い。調査地1の 女性 が就業 す る職種 としては、農 村外
(注11)(注12)
雇用 では工場 への就 業 であ り、農村 内雇用 では 自営 ・サ ー ビス業 であ る。
近年 の著 しい』1二業化 の影響 を大 き く受 け てい る調査地1の 居住 者は、労
働 力化率 を高め て い る。
②調査 地1の 男性 は農 村 内非農業 雇用就業 者数 と農 村外就業 者数が ほ
ぼ同数 で あ る一 方 で、調 査地IIの男性 は圧倒 的に農 村外 雇用就 業者が 多
い。調 査地IIの若年 層の 中には、教 員 ・エ ンジニア ・建 築家等 の専 門性
の高 い職 業に就 業 してい る者が見 られた。 これ らの 人々は平均教 育年数
が13年に達 し、両調 査村 男子の平均 教育年数11年を1:回る もの であ る(表
2.2.1参照)。 この よ うな理 由か ら調査地IIでは、就 学 年数 が上昇 す る傾
向にあ り労働 力化 率 を ド落 させ てい る。
③世 帯 主は両農 村 ともに農 村 内非農業 雇用 に就 業す る ものが圧 倒 的に
多い。調 査地1の 農村 内非農業就 業 では、 コー ヒー ミルの工場 や漁 師 ・
(注13)
大工が 多か った。 調査地IIでは、農業 雇用 者や 大Llが多か った。 世帯 主
の 年令 は 、調 査地1で は47才調査地IIでは53才と高 く、 また両農村 とも
に平均 教 育年 数 が6年 と低 い ため 非農業雇 用機会へ の就業 を不 可能 に し
てい る(表2.2.1参照)。 しか し調査 地IIでは政 府機 関で働 き現在 年金 を
(注14)
受け て い る人が 多 く、非農 業雇用機 会が昔 か らあった こ とを示 す もの で
ある、,この よ うに近 年急速 に労 働 市場構 造 の変 化が生 じている よ うな状
況 にない調査地IIでは、非農 業労働 に対 し安定 的 な労働 供給パ ター ンが
見 られ る。
④ 調査 地IIの女性 は 専業主婦 とな る比率が 高い こ とが、調査 人 口総数
に対す る労働 力化率 が低 い原 因の一つ であ る。
以上の こ とか ら、最近 の工業 化の影響 を受 け労働 市場構造 が急速 に変
化 して い る調査 地1で は、女性 を中心 に労 働供給 活動 が活発 にお こなわ
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図2.2.1各 鯛査地 の 男女別非 農業雇 用の状況
出所:1993年の調査 よ り作 成
各調査地の農村内雇用者数
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表2.2.1各調査地 の 労働 力の年齢及 び教育年 数
調査地1 調査地II
平均年齢 平均教育年数 平均年齢 平均教育年数
世 帯 主 47.2 6 53 7.5
男 2L9 10.2 24.6 10.9








第 三 章 農 家 家 計 の 生 産 活 動
3.1計 測 結 果
調査 地1
(1>全農 家 家 計
稲 作 の 利 潤 関 数 サ ンプ ル数29軒
inn‡=2.850-O.327inW".-O.753inPS-O.516in」P‡十〇.768inT
雇 川 労 働 需 要 関 数 可 変 投 入 財 需 要 関 数 資 本 財 需 要 関 数
一 眠L ・=-0.wn-P‡V-2.539-P‡K-4.189H
anaHa
(2)大規模 農 家 土地 規 模3.5ルロ ン以 上 の 農 家 サ ン プ ル 数15軒
稲 作 の 利 潤 関 数
inn‡=-1.442-O.820inW2-1.052ゴκP;-1.272inP‡十1.249inT
雇 用 労 働 需 要 関 数 可 変 投 入 需 要 関 数 資 本 財 需 要 関数
=』堅 ・=_0.123-P;V-_0.389-Rl・ κgK=-0.508n
anana
(3)小規 模 農 家 土 地 規 模3.5ルロ ン未 満 の農 家 サ ンプ ル数16軒
稲 作 の 利 潤 関 数
innE=5.135-0.166inレ1ノ;-0.377`η、P6-0.557in、P‡十〇.793inT
雇 用 労 働 需 要 関 数 可 変 投 入 需 要 関 数 資本 財 需 要 関 数
一 眠L ・-1.985-ptV=5.285・-P‡ κ 一8.591n
anaHa
調査 地II
(4)全農 家 家 計





雇用労働 需 要関数 可変投 入需要 関数 資本財需 要関数
一WZLa=-O.113二 巫 一一〇.067二 堅 二 一〇.333
nanαHa
(-9.603)**(-2.543)**(-6.461)**
(5)大規 模 農 家 土 地 規 模6ル ロ ン以 上 の 農 家 サ ンプ ル数15軒




雇 用 労働 需 要 関 数 可 変 投 入財 需 要 関 数 資 本 財 需要 関 数
一U'3L
a=-0.123二 型 一_0.093-P‡ κ=_0.318fi
afiaIla
(-5.582>**(-4.134)**(一 一5.441)**
(6)小 規模 農 家t地 規 模6ル ロ ン未 満 の 農 家 サ ン プ ル 数21軒




雇 用 労 働 需 要 関 数 可 変 投 入 財 需 要 関 数 資 本 財 需 要 関 数
ニ ユ__0 .106二 型 一_O.049-P‡ κ=_0.343"
a
←8.277).,"a←1.14。)..nC(-4.331)。*
3.2農 家 家 計 の 農 業 生 産 活 動
計 測 結 果 を基 に 各 生 産 要 素 の 生 産 弾 力 性 と規 模 の 経 済性 さ ちに 価 格 効
率 を算 出 し表L4.IBを 作 成 した 。 こ れ を も とに 農 業 生 産 活 動 を 見 て ゆ
く。
① 生 産 要 素 の 弾 力性 を各 要 素 間 で 比 較 す る と、 労 働 が最 も低 く土 地 が
最 も高 い とい う傾 向 が 読 み 取 れ る。
② 調 査 地IIで は 低 い 労 働 生 産 性 を高 い 土 地 の 生 産 性 で カ バ ー して い
る。 調査 地IIの 大 規模 農 家 で は 、 土 地 を1%増 加 す る と0.73%の生 産 の
増 加 を もた ら し、小 規 模 農 家 で は さ ら に 高 い数 字 とな っ て い る。
205
③ 表1.4、IBの価格効率 を見 る と、大 部分 の項 目で1を 下 回 りマ レー シ
アの農 家家 計の価 格効率 は低 い。
④ 調査地IIの小 規模農 家 を除 くと(マ イナ ス とな り意味の ない結 果 と
な った ため除 いた。)、調査地1の 小規模 農家 の価格効率 が最 も良好 で、
規模 の最 も大 きい調査地IIの大 規模農 家の価格効 率 が最 も低 い とい う結
果が でた。 大規模 農家 では小規 模農 家 よ りも、生産要 素 を相対 的に 多 く
投 入す る結 果、 生産性 が低 下 し要素価 格 を下回 ってい る。
以上 の こ とか らマ レー シアの農家 家計 の稲 作 生産 につ いて以下 の こ と
がい え る。 表4.2.1、4.2.2は各農村 の形態別 農業及 び非農業所得 支 出 を
示 した もの であ る。両 農村 共に専 業農家 は赤字家 計 とな っていて、農 業
所得 では不{一分 であ るこ とがわか る。 この ため近 年の非農 業雇用機会 の
急速 な拡 大に と もない離農 す る農 民が増加 し、農家 の経営 面積 が大規模
(注15)
化 して い る。 土地 規模 の拡 大に よって所得 の 向上 をはか って いるが、労
働 生産性 が低 く価格効 率 も極 め て低 い状況 で生産 活動 してい るこ とが示
され た。しか し前 節2.2(1)②で示 した とお り、規模 の大 きい調査地IIの農
業労働 者の労働 供 給意欲 は高 い。 この よ うな状況 か ら、今 後は農業経 営





耕 作 農 地 3.94 6.29
自家保有農地 2.85 1.67
借 入 農 地 1.8 4.71
貸 与 農 地 1.09 0.26
出所:1993年の調査よ り作成
表3.2.2各調査地 の土地所 有 形態別耕作 面積 の分布
単位 二軒
自 作 小 作 自 小 作
耕 作 面 積 調査地1 調査地II調査地1 調査地II調査地1 調査地II
o-<4 12 2 3 5 1 1
4-<8 5 2 3 13 5 4
8-<12 0 1 0 3 0 2
12ルロン以上 2 1 1 4 1 0
総家計件数 19 6 7 25 7 7
出所:1993年の調 査 よ り作成
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第四章 経済発展 と農家家計の消費活動
4.1計 測 結 果
調 査 地1
(1)兼業 農 家 計 の 消 費 財 需 要 関 数
一PきCニーO.280-0.034仇W7;-0.013碗Wニー0.046碗Pき十〇.022inN
(2)非農 業 家 計 の 消 費 財 需 要 関 数
一PきC=1 .885十〇.204inUiち一〇.283inP‡-0.077inN
調 査 地II
(3)兼 業 農 家 家 計 の 消 費財 需 要 関数
一1)きC=-0.620十〇.839inWえ一〇.160inW毒→-0.165in1〕き一〇.045inN

















その一 方で労働供 給時 間 を増加 し消費財 の需要 に振 り向け て ゆ くとい う
傾 向が深 まるこ とが示 され た。 この こ とは表4,2.1及び表4.2.2にも示 さ
れ てい る。 調査地IIの1ヶ 月の所得 は1300リン ギに対 し調査 地1は1050
リンギで1.2倍の格 差であ るが、消 費支 出金額 の格 差 は2倍 に達 し、マ レ
ー シア農家家 計の消費性 向が高 い こ とか ら も以 上の結論 が示 され る
。
表4.2.1各調 査地の1ヶ 月の消費項 目別 消費構 造(単位1リ ンギ)
調査地1 調査地II
消 費 項 目 家計の総支出 比率 構 造 家計の総支出 比率 構 造
食 事 ユ88.92 48.63% 261.69 34.45%
衣 料 費 40.10 10.32% 56.72 7.47%
医 療 費 8.14 2.10% 103.43 13.62%
理容 ・美容費 8.32 2.14% 17.01 2.24%
教 育 費 57.50 14.80% 62.61 8.24%
交 通 費 33.74 8.68% 66.07 8.70%
タ バ コ 13.84 3.56% 34.08 4.49%
水 道 代 6.33 1.63% 17.59 2.32%
電 気 代 11.88 3.06% 22.85 3.Ol%
交 際 費 8.29 2ユ3% 30.32 3.99%
税 金 11.45 2.95% 50.03 6.59%
支 出 合 計 388.52 100.00% 759.67 100.00%
表4.2.2各調査地の農業及び非農業所得と消費支出の構造
調査地1 調査地II
兼業農家 専業農家 非農業世帯 兼業農家 専業農家 非農業世帯
家 計 軒 数 29軒 4軒 17軒 32軒 6軒 9軒
①農 業 所 得 275L18 2188.19 4973.8 5170.67
②農 業 支 出 1239.32 1017.32 2166.3 2221.53
③農 業 純 所 得 151L86 1171.18 2807.5 2949.14
④1ヶ 月の農業所得 25L98 195.2 467.92 491.52
非 農 業 所 得 819.21 1046.06 732.78 1392
非 農 業 支 出 381.93 496.85 397.92 628.22 649.62 1190.63
非 農 業 余 剰 437.28 648.14 104.56
家 計 の 総 所 得 107L18 195.2 1046.06 1200.7 491.52 1392
総 余 剰 68926 一301 .66 648.14 572.48 一158 .1 201.37




マ レー シアは1957年の独 立以降工 業化 に よる経 済 発展 を指 向 し、1990
年 には これ までの一 次産 品輸 出国か ら製造業 品輸 出 国へ と成長 した。 こ
の よ うな経 済発展 は農村 内へ も浸透 し、農村 の就 業構造 を変 えてい る。
そこで本論文 では、農村 内の就 業構造 の変化 が、農家家 計構 成 員の農 業
及 び非 農業就 業機会へ の労働 供 給活動 、農業生産 活動、 消費活動へ どの
よ うな影響 を与 えて い るか家計 レベ ルでの分析 を行 った。 そこで1993年
マ レー シア国 ケダ州 ム ダ灌概地 区の二つ の農 村の調査 を行 った。 この二
つ の農村 を比 較す る と、所得 水 準 ・教育 水準 ・就業構 造 ・農 業生産 構造
の面 で、発展 の水 準が 異な って いた。つ ま り調査地1よ り調査 地IIは経
済 発展 してい る と判断 で きる。 そ こで さらに第二 の 目的 として、 この二
つ の農村 を比較す るこ とに よ り、 マ レー シアの農村 の今 後 の発展の 方向
性 につ いて分 析 した。
調査 地1は 無制 限に非農業 部 門へ労働 供給 を行 な って い る状 況 にあ る
こ とが明 らか にな った。調査 地1の 無制限 な労働 供給 の担 い手は、 若年
女性 層 である。マ レー シアの農 業 生産 の機 械化 は著 し く、1980年代 には
す でに農 家家 計の世帯 主の労働 で}'分これ までの農 業生産 を維持 あ るい
は上 回 る生産 が で きたの であ る。つ ま り若年層 の非農業 への 流出が生 じ
て も農 業生産 に なん らの影響 は な く、 その意味 では農村 内 に余剰 労働 力
が存在 していたの であ る。 それに対 し調査地IIでは 女 性や 若年 層 を中心
に非労働 力化 し主婦 あ るいは就 学 者 とな る傾 向 を強め てい る。 さらに調
査地IIでは農村 内に居住 しなが ら、40才以下の年齢 層の平均 教 育年数11
年 を上 回 る就学 を修 め た者が専 門性 の高 い職 業 につ いてい る。 この よ う
な労働 市場構 造の発展 が調査地IIの若年 層の非労働 力化(就学率 の上昇)
につ なが ってい るの であ る。




































注1:以Eに つ いては 、小保 内(1996①)を参照
注2:「 東 南ア ジア農 村の就 業構 造」 第6章 参照(藤 本1995)
注3:初 期開 発理論 の 展開 につ い ては、鳥居(1979)第7及び8章 さ らに、
絵所(1994)の序 章 を参照 した。
注4:Sabot(1982),Yap(1977)はトダuモ デ ル を検証 した。Connell(1975)
は農 村 の 失 業率 が 高 い ほ ど流 出率 が 高 い と説 明 した。 ま たSquire
(1981)は最 低 賃 金法 の 存在 とモ デ ルの都 市 賃金 の検 討 をお こな っ
た。Stark(1988)はこのモ デル を家 計 の資産 配分 に応 用 した。Fields
(1975,1988)はイ ンフ ォー マ ルセ クターや 親族 か らの移動 費用 のサ
ポー トを導入 しモデ ルの修 正 をお こな った。
注5:Adelman;Thorbeckeeds(1989)この新 しい理 論的 発展 を 「新 制度
派経 済学1と 呼 び、 原洋之 介(1995)米倉編 も、 反新古典 派 の理 論の
構 築 を提 唱 して い る。
注6:Singhetal(1986),Rosenzweig(1988)を参照
注7:調 査 した二 つ の農 村 の地 理 的位 置 につ いて は、小 保 内(1996②)の
p215-216を参照。 また ケ ダ州 の農村 の変 容 につ いては、小 保 内(1996
①)を 参照。
注8:小 保 内(1996②)と本 論文 は、 調査地 の農 家の 人々 の協 力 を得 て完 成
した。他 人に知 られ た くな い所得 や 消費 さらに貯 蓄 に関 す る状 況 を快
く回答 して くれた こ と、稲作 生産 の さま ざまな知 識や この土地 な らで
はの耕 作 の苦 労 、さ らに都 市化 が進展 し耕 作 してい る土地 に小 学校 が
建 設 され る計画 が あ り不安 を抱 えてい る こ とな ど、多 くの話 を うか が
った。 ここに こ ころか ら感 謝 の気持 ちを記す。
注9:藤 本彰三 「農 業政 策大 綱 と稲 作農 業 の再 編」参 照。 堀井健 三 ・萩 原 宜
之 編 『マ レー シアの社 会 ・経 済変 容1第9章1988年ア ジア経 済研 究所。
注10:計測 に使 用 したデー タにつ い ては、小保 内(1996②)pp224-235を参
照 。
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注11:調査 地1の 女性 が働 く工場 は 、 スンガ イパ タニに あ る 日系企 業(主 に
電機 産業)の 工場 が 多い。 非農 業雇用機 会 に就業 してい る と答 えた55
人の女性労 働 者の 内、35人が ス ンガ イパ タニの工 場 に勤務 して い る。
1ヶ 月の給与 は250～350リンギであ った。
注12:調査 地1の 女性 の農 村 内非農 業雇用機 会 では、薬 の訪問販 売が 多か っ
た。数 人が ひ とつ の グルー プ を組 み、バ ンで遠距 離の農 村へ訪 問販売
す る仕 事 であ る。販売 量 によ り所得 が 大 き く異 な る。しか し工場 労働
者 よ り格段 に高 い所得 をえ るこ とが で き る。
注13:調査 地1の 男性 の農 村 内の非農 業雇 用機 会 には、コー ヒー ミルの工場
や 漁師や 大工 が最 も多い。調査 地IIでは 、農業労 働 が最 も多 く前 の二
者 の職業 は極め て少 ない(調査地1で は 、 コー ヒ ミルの工 場勤務が1
人のみ で漁師 は0人 で あ る。)。調査地1で は依 然 と して農村 内労働 市
場 が存 在す るが 、両調査 地 ともに農 村 内雇 用機 会 を得 てい るのは世 帯
主の世代 で あ る。
注14:調査地IIの世 帯 主で年 金受給 者 は8人 で あ る。年金 額 は 月120～550り
ン ギ と、 支給額 の格差 は 大 きい。
注15:表3.2.1は各調査 地の利 用形 態別 面積 を示 した もの であ る。 調査 地II
の耕 作面積 は6.29ルロン と大 き く、調査 地1の1.6倍に達 す る。しか し
調 査地IIの形態 別 内訳 を見 る と、 自家保 有農 地は1.67ルロン(1家 計
当 り耕作 面積 の26.6%)と少 な く、借 入農 地 の割 合 が高 い。 この よ う
な状況 を反映 して表3.2.2で示 す とお り、調査 地IIでは小 作 の比率 が
高 く自小作 と合 わせ ると、全体 の85%に達 して い る。
























原 洋 之 介(1995)「農 業 発 展 論 の 反 新 古 典 学 派 的 視 座 を 求 め て 」 米 倉 等 編
『不 完 全 市 場 下 の ア ジ ア 農 村 … 農 業 発 展 に お け る 制 度 適 応 の 事 例 一 』
pp15-47ア ジ ア 経 済 研 究 所
黒 崎 卓(1995)「農 業:不 完 全 市 場 下 の 最 適 化 と経 済 発 展 」iア ジ ア経 済 』
vol.36,No.8.アジ ア 経 済研 究 所pp29-41
絵 所 秀 紀(1994)『開 発 と援 助 一 南 ア ジ ア構 造 調 整 一 』 同 文 館
藤 本 彰 三(1995)「マ レー シア 農 民 の 就 業 変 化 の 構 造 と方 向 一稲 作 農 村 の 考
察 を 中 心 と して 」 水 野 宏 祐 編 『東 南 ア ジア 農 村 の 就 業 構 造jpp211-243
ア ジ ア 経 済研 究 所
藤 本 彰 三 「農 業 政 策 大 綱 と稲 作 農 業 の 再 編 」参 照 。 堀 井 健 三 ・萩 原 宜 之 編 『マ
レー シ ア の 社 会 ・経 済 変 容 」 第8章1988年 ア ジア 経 済 研 究 所
山本 裕 美(1985)「農 業:組 織 と制 度 の 経 済 学 」『発 展 途E国 研 究 日本 に お け
る成 果 と課 題1978～85jpp15-24ア ジ ア 経 済 研 究 所
小 保 内 弘 子(1996①)「 発 展 途 ヒ国 の 工 業 化 過 程 に お け る農 家 家 計 の 経 済 活
動 分 析 一 マ レー シ ア ・ケ ダ州 の 農 家 家 計 調 査 を 基礎 に 一 」pp207-237『明
治 大学 短 期 大 学 紀 要 』vol.59
小 保 内 弘 子(1996②)「 マ レー シ ア の 経 済 発 展 と農 家 家 計 の 経 済 活 動 の 変 容
一 貧 困 問 題 を中 心 に 一 」 『明 治 大 学 短 期 大 学 紀 要 』vol.58
